


































































遣中のいわゆる留守政府が、マリア・ルス号事件裁判の衝撃の中で「芸娼妓解放」に踏み切った。だが 使節団帰国後の政府は、公娼制存続の国際政治上のリスクを承知していたにも関わらず、結局、 「芸娼妓解放令」を事実上空文化し、 「身売り」の実態に手をつけないまま、公娼制を国 管轄からはずして（地方の管轄 移して）近代的 再編する道をとったのである。　
この状況下で、娼妓自身が「廃業」を争って裁判を起こす。大審院は差し戻しに踏み切らざるを得ず、 「身体ノ拘







帝都東京では、 『青鞜』 （一九一一年創刊）に拠る女性たちの登場により、 「新しい女」が謳われた。だが、翌年、
吉原を訪ねると、 「新しい女」の「吉原登楼事件」に仕立て上げられ、袋叩きにあう。　







民法・刑法とその下での結婚を敢然と拒否した（ 「世の婦人達に」 『青鞜』一九一三年四月号） 。青鞜社解体（一九一六年二月頃）後、平塚は、婦人会関西連合大会（ 『大阪朝日』が主催、一九一九年一一月）の席上で講演し、そこで「新婦人協会」の設立趣意書を配布した。以後、同連合は、西日本で会員三○○万人を擁する「全関西婦人連合会」（全婦）へと発展していき、他方、新婦人協会は、女性の政治活動を禁止する治安警察法第五条の改正、花柳病男子の結婚制限、衆議院議員選挙法改正（女性参政権の要求）の請願を両院へ提出する（ 二一 月） 。　
こうした女性の声を背景に、一九一九年設置の臨時法制審議会では、刑法と民法による「妻のみの姦通罪・妻のみ
















とはいえ、 「御一新」 （明治維新）で人身売買はあらためて厳禁されて、 「娼妓芸妓等年季奉公人」は「解放」され
た（太政官達第二九五号。一八七二年一〇月）はずである。ところが、やがて、本人の意志に基づいて「娼妓稼業」を許すという新たな体制、より具体的には、警視庁・地方官が、娼妓を一人一人登録して、検黴を課し、鑑札料を徴収するという体制が作られたのである。　
つまり、御一新後の新体制で、法的には自由な意志をもった営業者と位置づ られ、実態としては、鑑札を交付す
る地元警察の管理下におかれて、 「貸座敷」 （遊廓の新たな名）で「娼妓稼業」をする、つまり、 「身を売る」──そこに行けば男達が「買う」こと できる──「娼妓」 （ 「公娼」 という存在が誕生したのである。　
言い換えれば、近代日本で成立した公娼制の著しい特徴は、江戸時代から引き継いだ事実上の人身売買 身柄の拘
束であり、しかも、このような仕組みの後ろ盾に「公」が本格 なっ ことである。つまり、近代日本の公娼制とは、徳川家支配下（江戸時代）での慣行・社会制度を 廃止するので なく──基本的に継続したまま 検黴制法制・呼称等の点で近代化・合理化 はかったものに他ならない　
その慣行・社会制度とは、 「身売り」という言葉で表現される、社会の各行為者による一連の行為で る。す わ


















けても身売り「奉公」 ）が、娼妓に関しては手を加えて（司法の介入なく）生き残り、しかも （廃止どころか） 「公」認されたのである。　
当然のことながら、その後も「身売り」という言葉が消えることはなかった。経済状態が悪化すれば、娘たちが引














る程度安全に、廉価で安心して──女を「買える」ようになったということである。つまり、 （男なら）誰でも、手軽に女を（しかも 一応「検査」済みの ） ようになったのである。その上、 「公」娼、すなわち、お上が認めてい ものだ らと、自分の行為を正当化できる。さらに、娼妓と貸座敷からの税金は地元に還元されたことからすれば、地方財政への貢献にもなる。つまり、 「公」認は、男達 モラル上の価値も配分したのである。
2． 「文明国」と「人身売買」













































arrative of a T
hree Y
ears ’ R
esidence in Japan, 1863 ）で、日本にこのことを突き
つけていた。一八四三年にアモイの領事館に勤務して以来、中国各地のイギリス領事を歴任していたオールコックは、一八五九年に初代駐日総領事・公使として来日し、帰国後、この書を世に問うたのである。　
その中では、日本では「父親が娘 売春させるために売ったり、賃貸ししたりして、しかも法律によって罪を課さ
れないばかりか、法律の許可と仲介をえている 、そしてなんら隣人の非難もこうむらない」 、 「日本では人身売買がある程度行われている。なぜなら、娘たちは、一定 期間だけではあるが、必要な法律形式をふんで、売買できるからで 。少年や男に い もそうであろうとわたしは信じている」と「人身売買」 批判していた。　
同様に、 「合法的な蓄妾制度のある国で、どうして家庭の神聖さを維持できるものかわた にはわからない。しか







2005 : 268 ─269 ） 。
　













月、人身売買の禁止を太政官に建議した（ 「人ヲ売買スルコトヲ禁スヘキ議」 ） 。その内容は、 「牛馬ニ同シウスルモノ」である「奴婢」は消失しつつあるとはいえ、 「年季中ハ牛馬同様ナルモノ」である「娼妓」が今なお残っている、この「娼妓」をなくすために人の売買を禁止 い ただし、娼妓はまだなくすわけにはいかないから（ 「尤娼妓ヲ無クスルコトハ未ダ出来ヌコトナレバ」 ） 、遊廓はそのままにして、娼妓が、西洋諸州のように「所謂地獄売女」 （自売の遊女、私娼）同様に振る舞えばよい いうものである。つ り、性売買政策として、 「身売り」をなくして西洋並みにすればよいと建議したのである。　『新聞雑誌』第一〇号（一八七一年八月）にも、同趣旨の説が、 「近頃海外ヲ遊歴シテ帰リタル人ノ話」として掲載されている。外国の遊女は人から強制されてで なく自分で性売買す 外国遊女 淫婦若クハ貪婦自ラ求メテ之ヲ為スコトニテ、他人ヨリ強イルニ非ズ。又男子ノ之ヲ養ヒ家業ト為ス者ナシ〔句読点引用者〕 」 、官府はしばらく





































































の四つの規則（ 「遊女貸座敷規則」 「遊女貸座敷等取締規則」 「遊女規則」等）を置いていた。なかでも、 「遊女規則」では、 「第一則」で、 「遊女渡世ヲ願フ者ハ本人真実ノ情願タル旨」 「親族尊長二人以上」の保証を以て「戸長副戸長奥印ノ上」管轄庁へ願い出て、 「免許鑑札 を受けることとし、その他にも、免許地以外での厳禁、免許は一年限り（ただしやむを得ない場合は再び願い出ること可） 、 「免許鑑札」交付と「税金」納入、十五歳未満の者の禁止、毎月三度の「検査」等が規定してあった。　
意見書の起草者は陸奥宗光（租税頭）であると、日本史研究者の松延眞介によって特定された。陸奥の杉浦譲宛の




























人」の「一切解放」を命じるものである（ 「娼妓芸妓等年季奉公人一切解放可致、右ニ付テノ賃借訴訟総テ不取上候事」 ） 。　
同月九日には、司法省から、いわゆる「牛馬ときほどき令」 （司法省達第二二号）が出された。娼妓芸妓等に対し





た。ちなみに、娼妓が、 「牛馬ニ異ナラス」とは、津田真道の建議中の表現（ 「年季中ハ牛馬同様ナルモノ」 ）を引き継いだものと られる。それが娼妓の解放（解き放ち）の論理──「牛馬ニ異ナラス」 （ 「人身ノ権利ヲ失フ者」 ） 、したがって弁済 義務はないとする──に読み替えられている。　
なお、芸娼妓解放令の布告は、従来マリア・ルス号事件審理の衝撃が契機になったとみられてきたが、じつは、こ

























所ニ於テ売淫遊女体ノ者増殖」していることを放置できないと、 「自今吉原品川新宿板橋千住五ケ所」の他は「貸座敷屋並娼妓」に類する所業を禁ずる旨 ただし根津は別途）が達せられ、 「貸座敷渡世規則」 「娼妓規則」 「芸妓規則」が付された（東京府令達第一四五号） 。　
注目すべきことに、各規則は大蔵省意見書に酷似している。なかでも「娼妓規則」には、 「娼妓渡世本人真意ヨリ





こうして、 「前借金」による遊廓への拘束（ 「年季」ないし「年期」 ）を放置したまま、娼妓が、自由意志で（ 「出














































京府」 （名許路線）と一括できるものではない。同時に、政治過程としては、次に述べるように、 「司法省路線は、大蔵省の横槍によってストップがかけられた」 、 「大蔵省の囲い込み路線の勝利」 （大日方）などとは言えない。　
第二に、留守政府では、岩倉使節団帰国（九月一三日）後の一〇月の政変に先だって、五月一四日には井上馨が辞










同年一一月一〇日には、地方行政・警察行政等を管轄する内務省 設置さ 、大久保は内務卿に就 ているから、東京府の指令が大久保の意に反 て出されたとは考え くい。　
いずれにせよ、 「芸娼妓解放」という抜本的改革に踏み切った留守政府の方針が、使節団の帰国・政変等によって
事実上覆ったということである。　













その要求の強硬さが身に染みていたはずであるが、 「奴隷解放」 （直接には「芸娼妓解放」 ）問題 関し は、留守政府の決定が使節団の帰国に伴って覆されるという事態になったわけである。その理由としては 後者に関しては対応の前面に立たされたのが留守政府であったこと（すなわち この面での国際的動向の軽視） 、他方で、おそらく、自分達は米欧 実態を見聞してきたとい 自信、さらに、 （高札撤去などではなく）ジェンダー・セクシュアリティ、女性の人権に関わる問題の軽視・無視があ たと考え れる。　
そもそも、初代内務卿、第二代内務卿として公娼制の近代的改変・整備を監督したのは、大久保利通と伊藤博文に
他ならない。内務卿として二人 心を砕いたのは──「芸娼妓解放」 「人身売買」問題などではなく──大英帝国並みの黴毒病院の建設・検黴制 整備であった。　
日本史研究者の人見佐知子によれば この頃、横浜にならって神戸（福原遊郭）に黴毒病院を建てるようにイギリ


















































   淫ヲ粥クヨリ甚シキハ無シ
   其卑汗醜悪所謂人面ニシテ獣行ナル者
   娼妓是也」と、口を極








































各地の体制作りが進められていく。すでに、川路は 一八七二年九月から約一年間、欧州各国の警察制度 察していた。 「文明国」の「一夫一婦」の看板の下での性売買の実態と実務を見た上で、公娼制の再編に向かったのである。　
結局、 「身売り」 （ 「前借金」による人身の拘束。ある場所への閉じこめによる売春）に変更はない。娼妓を、 「自










































表した。それは、本年夏松島に遊び、浜街道から往って奥州街道から帰ってき が、宿駅数十に逆旅（宿屋）が数百千あり、それらは、埼玉県下以外は大抵娼家に他な 、かつては娼妓をおくことを禁じていたと聞くが、今はみな娼家であると警鐘を鳴らすものであっ 。そして、 妓は、風俗・人の徳義品行に大害 なし、民力は衰え、黴毒で兵は弱くな ついに 独立の国体を維持することすら危うくなると主張した。　
これは、 「娼妓」 （遊女・飯盛女）の国へ 害という点からその撤廃を説く「廃娼論」である。女性の人権への配慮
































等の姉妹は身を売られて、男子に屈し婢となり、器械となり、玩具となり玩弄されている、 「婦女改革を以て責任とする女流の人 何の故に亦た斯点に慷慨せざる乎」 、 「既に人間たるの境界より離れて将に畜類の中に墜落せんとする吾等の姉妹を見て之を救はんと欲するの なき乎」というも である。　
娼妓を「婢」 、 「器械」 ・ 「玩具」と断定し、その主体性 真っ向から否定 、また、娼妓を「既に人間たるの境界
より離れて将に畜類 中に墜落せんとする」とまで価値の上で押し下げる、その上で、救いの手をさしのべるよう改革志向の女性達に呼びかけるものである。　
今日では理解しにくいことであるが、娼妓が の務め され（辛いが“当たり前”であり、さらには「孝行」娘と
された）中では、こ だけ 論理的手続き──まず、娼妓 いう職業とそれに従事す 人間 言説上の価値を引き下げる（ “当たり前のことではない” 、 “人間とは言えないほどだ” ）──こ が必要だった であろうか。ちなみに、すでに見たように、芸娼妓解放令でも、 「牛馬ニ異ナラス」 （ 「人身ノ権利ヲ失フ者」 ）としてから、そ 芸娼妓に弁済の義務はないとい 理屈を使っている。　
他方、すでに一一月一二 からは、 『土陽新聞』 植木枝盛が「廃娼論」を連載していた。さらに、こうした動き










私は何年何月よりして廃娼の意見を定めたのであったか、只今之を思出すことは出来ない、 〔中略〕七八年或は八九年の以前であると思ひ升、 〔中略〕英国人ヂウタルアングと云ふ人などが組織したる所ろの一の連合体より、日本の政府に居る諸公に一の書面を送られ、其の書面は、日本に於て、娼妓公許を廃す 方が善からうと云ふの書面であった〔中略〕私は報知新聞に訳出し る所ろのものを読みました、其議論に私は余程感服したこ で〔後略〕 （ 「廃娼の急務」 、一八八九年一二月九日）
　
















ない、いわんや、売淫公許・公然たる売淫は絶対に許すことはできないというものである。なかでも、 「公許」 （ 「公然売淫の儲け」 ）が「文明世界の方向」に反し、 「国家の体面」を汚すということを大問題としている。つまり、化粧直しでごまかすのでなく 「文明」 「国家」として現実 廃止すべきだということである。 （関口
1999 : 53 ─56 ）
??????????




欠論であった。これは、国家の体面に優先して「経世上」の必要をあげる、本格的な存娼論である。 の大勢が娼妓の害に警鐘を鳴らすのに対して、娼妓 益を主張する。そ 上で 「銭を以 情を売るの芸娼妓たるが如きは、人類の最下等 して人間社会以外の業」と、 「プロスチチュート（
P
rostitute ） 」 （同
562） 「売婬婦人」 「売婬婦」と呼
んで、差別・排斥するよう呼びかけたの ある。 （関口
2005 : 274 ）
?????????????????????　これに対して、 『女学雑誌』が「時事新報の娼妓論」 （ 『女学雑誌』第一〇号、一八八五年一二月八日）で、 「存娼





その後、 「妓楼全廃すべし」 （ 『女学雑誌』第三五号、一八八六年九月一五日）では、梅毒検査によっても梅毒を防








先導したのに対し、巌本 廃 論 骨子は、娼妓はほとんど人権を失っている者であり 一種の奴隷である、このような者を放置しておいては婦人の改良・ 「女流の進化」は到底望めない ものである。言い換えれば、娼妓と、つくりあげるべき文明の女性像とは原理的に対立する 前者を否定しなければ後者は成り立たないというもの 。　
さて、 「廃娼論」発表後の植木は、続いて、 「貸坐敷にて宴会などを開くとは何ぞ思はざるの甚しきや」 （一八八六
〔明治一九〕年一月） 、 「維新後道徳の頽廃せしことを論ず」 （同年四─ 五月 、 「道徳頽廃救治論」 （同年五月） 、 「娼を賤むこと今よりも深からさるべからず」 （一八八七年九月二日）等を精力的に発表する。そして、つ に、一八八八（明治二一）年 月二九日、 「娼妓公許廃止」を県知事に建議する案を高知県会に提出して、これを可決させる。　
この県会決議に東京婦人矯風会（後述）書記の佐々城豊寿らが感動して、 「吾国未曾有の大快事」 「東洋男子の面目




















従うことを選び 本格的に廃娼運動に りだす。一二月九日には、巌本の司会で、島田三郎（ 『横浜毎日新聞』 ） ・植木を中心とする廃娼演説会が開催され、島田と植木の演説 「廃娼の急務」 ）が『女学雑誌』 （第一九一号）の付録なる。　
すでに述べたように、植木の廃娼論議 「万国聯合会」の論拠を敷衍したものである。また、 「公許」 （ 「公然売淫
















































京婦人矯風会」とは 様々な色合い 女性達 寄り合い所帯で った。 （関口





性の地位の向上と、 「国家の弊風」の「矯正」を力説した。　『女学雑誌』第六五号（一八八七年五月二一日）では、背表紙の裏に、 「特別広告」として、 「東京婦人矯風会主意書」が「書記」 （豊寿）名で掲載された。 「主意書」は、 「時勢」に応えた、 「国家の弊風」 「矯正」を高らかに宣言する。具体的には、 「男尊女卑の風俗及び法律を除き、一夫一婦の制を主張し、娼妾を全廃し、家制交際の風を改め、飲酒喫煙放蕩遊惰の悪習を刈る」を挙げた上で、なかでも第一の課題として「娼妾の全廃」を掲げたのである。 （関口







































た。そして、この主意書が、 「婦人矯風会勧告文」として、会頭と書記の連名で全国に配布される。その間の経緯は明らかではないが、矢島が掲げた路線、すなわち、皇室への忠誠という錦の御旗を掲げて、東京婦人矯風会は、 （ 「廃娼」を目標の一つに掲げて）出航することになったのである（関口
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関して言えば、政談集会の発起人から女子を除外し（第三条） 、 「女子ハ政談集会ニ会同スルコトヲ得ズ」 （第四条） 、「政社ニ加入スルコトヲ得ズ」 （第二五条）とするものである。　
東京婦人矯風会、婦人白標倶楽部は、それぞれ 政談集会の傍聴禁止（第四条）に関して改正の建白書を元老院に


















































るが、女学生が通うことは不可能に近 影響力の急速な低下、生徒数の激減は避けられなかった。さらには、醜聞がささやかれ、一九○ 年末には廃校 なる。 『女学雑誌』の方は 第五○八号（一九○○年三月）が、足尾銅山に関する田中正造の「鉱毒文学」掲載を理由 発禁となり、巌本自身も新聞紙条例違反で告訴され、結局、第五二六号をもって廃刊となる。つまり、全盛を誇った『女学雑誌』と明治女学校は人々の前から消え去り しかも、その名声は潰え、醜聞に沈んだ（関口
2014b : 161 ─164 ） 。その一方で、高等女学校令公布（一八九九年） 、同施行規則制定
（一九〇一年）により、遅まきながらの女子中等教育が、高等女学校（良妻賢母主義）体制として作られていく。　
婦人矯風会関係では、一八九三年四月、何らかの抗争を経て（おそらく佐々城豊寿派を押さえて） 「日本基督教婦
人矯風会」が発足し 同年一一月、そ 機関誌『婦人矯風雑誌』が──停止していた『東京婦人矯風雑誌』の後継誌として──出版条例に準拠した学術雑誌として誕生した。 『婦人矯風雑誌』は、第一五号 一八九五年一月）で発行停止処分を受けた。日清戦争での会員の昂奮を戒めた社説「一時の風波に迷ふ勿れ」が時事問題に触れたということらしかった。 『婦人新報』に改題して発行を続ける。 『婦人新報』 、一八九七年五月二五日より「新聞紙条例に従ひ保証金を納め政治 議し、時事をも論んじ得 やうにした」 （ 「 新報改刊の辞」 ） （関口
























主の押印」 ）を要求して裁判所に訴え出たものである。言い換えれば、太政官達第二九五号（芸 妓解放令） 、あるいは、民法第九〇条（公序良俗）を根拠に、この契約（娼妓稼業・金銭貸借。前借金を娼妓稼業で返すとした契約）はそもそも無効ではないのかと娼妓自身が争い始めたのである。ついに、大審院は 廃業を権利として認めた（関口2015b : 118 ） 。
　
すでに述べたように、近代日本の公娼制は、 「仕事（性売買）で借金を返す」という枠組で女性の志願・主体性、



































が契約の主体になっている。また 江戸時代は「給金」先渡し 及び「前借」 ）であったが、ここでは「借用金」となっている（第二条） 。つまり、親が給金を先に受け取る形式から、娼妓自身が「借用」して、 「業務」を通じて返すという形式になっ のである。同時に、 の奉公証文（主人への奉公を誓うも ）を踏襲したものであるから、およそ通常の意味での契約と言えるものではなく、一言で言えば、隷属の誓 である。が それが証書（契約）としての効力を持つことになるのであ　
しかも、飯盛等身売り奉公人の請状は、女衒あたりが書き、はたして親が読めたかどうかも定かでは く、とはい





































































































……咄、置娼……」 、 『牟婁新報』第五六六号、三月三日） （関口




















































二年四月） 。心のふれ合わな 結婚生活をしている女が、別れた恋人に思い切って書いた手紙という趣向であり、姦通罪という脅かしに真っ向から反逆するものであった。 『青鞜』に初めての発売禁止処分が下る。　
この後、スキャンダルが『青鞜』を襲う。七月上旬、尾竹紅吉（一枝）のお膳立てで平塚ら女性三人で吉原を見に



























その前にはすでに、 『青鞜』 （同年二月）が発禁になっていた。これは、 「新しい女」及び「婦人問題」を再特集し
たもので（ 「附録
   新らしい女、其他婦人問題に就て」 ） 、福田英（景山英子）の「婦人問題の解決」 、伊藤野枝の「此




。 『中央公論』 （一九一三年六月）は、 「婦人界
の新思潮に対する官憲 取締 を特集する。　
さらに『青鞜』は、第四巻第一号（一九一四年一月）の附録で、前 上演されたバーナード・ショウの戯曲 ウォ
ーレン夫人の職業」をとりあげ、自分の学業は母親の売春によって支えられていたと娘が気づくというこの戯曲 合評を、平塚や伊藤らが行う。だが その後、平塚が力尽き、第 一号（同年一一月）からは、伊藤が平塚を引き継いで編輯発行人になった。伊藤は、 「傲慢狭量にして不徹底なる日本婦人の公共事業について」 （第五巻第一二月号、一九一五年一二月）で、娼妓を「賤業婦」と呼んではばからない「婦人矯風会」に対して、傲慢だ 怒りを爆発させた。「 『賤業婦』と彼女達は呼んでいる。私はそれだけで既でに彼女達の傲慢さを、または浅薄さを充分に証拠だてる事が出来る」 、と。　
だが、 「婦人矯風会」の傲慢さには、 「六年間をちかつて公娼廃止を実現させると社会に公表した」 （野枝）ことが




という事はあなたのおっしゃるほど無意味な無価値な問題ではない」 、 「それどころか〔中略〕しなければならぬ事だ」 ）と指摘し、同時に、公娼制廃止（廃娼）に向けて、 「賤業婦 を蔑視する従来の論理からとは異なる論陣をはった。　
この号をもって『青鞜』は終わった。そのため、菊栄は、半年後、 「公私娼の問題」 （ 「現代生活と売春婦」に改題）






























夏目漱石（金之助）は公娼制 ついて直接触れていないが、これ は、 「自由廃業 問題が『東京朝日』を賑 し
ていた当時日本にいなかっ ことも関係するかもしれない。漱石は、一九〇〇年九月八日に横浜を出航し、イギリス留学から戻ったのは一九〇三年一月である。　
新聞小説「三四郎」 （ 『朝日新聞』一九〇八年九月─ 一二月）の主人公は、 「新しい女」 （美禰子）の出現を前に、女
性と如何なる関係を作ったらよ の 戸惑う「新しい男」 （候補）である。ただし、冒頭では、 「東京」へ向かう汽車で乗り合わせた、名もない女が登場する。諸事情 同宿すること な と、別れ際に、 「女は其顔を
凝じつ
と眺めてゐた、


















にどう抗し得るのか という問題は、 新聞小説の読者である「新しい男」 （候補）たちにとって密かな悩みであったと思われる。つまり、有り体に言えば、仲間同士で登楼した場合などにどう対処するのかという問題である。その意味で、この設定──断崖・絶壁に追い詰められて、飛び込まないのかと女 迫られる──は、読者にとって全く心当たりのない とではなかったのではないだろうか。　
このように、突如として“飛び込み”を迫 一方 漱石作品のヒロインには、 （性売買を示唆する）身勝手な男
の性欲、結果として 性病罹患、その妻・子へ 影響（なかでも流産 さらに死）という影がある（ 「明暗」 清子など） 。　



























この後、漱石は、 「細君」を正面に据えた「道草」 （ 『朝日新聞』一九一五年六月─ 九月）で、ぶつかりあう夫婦・対
等な男女を描き、同時に、自分の子ども時代を検証していく。そこで、母方の身内は遊廓経営者であり、子どもの頃、廃業して空き家になっていたそ 遊廓（新宿「伊豆橋」 ）で自分は育っ ことに気づく（関口
2014b : 250 ） 。
　








「有夫ノ婦」 （既婚女性）と「相姦スル」場合である。言い換えれば、姦通罪の主な法益は、夫が妻に対して貞操を要求する権利である。大審院は、 「凡ソ夫ハ妻ニ対シテ貞操ヲ守ラシム権アルモノナリ」とする（一九〇三年） 。また、民法（第八一三条離婚の訴。 「夫婦ノ一方ハ左ノ場合ニ限リ、離婚ノ訴ヲ提起スルコトヲ得」 ）において、妻の姦通は、無条件の離婚事由になる（第二号）が 夫は、姦淫罪によりて──「其相姦スル者亦同シ」 （刑法第三五三条）によって──刑に処せられたる時 三 である。　
青鞜社解体後、平塚らいてうは、婦人会関西連合大会（ 『大阪朝日』主催、一九一九年一一月二四日）の席上で講




































の姦通罪」体制を揺さぶるものであ 。他方、妻の買春体制があるわけではない 、 には買春が公に保障されたままである。すなわち、娼妓稼業を公序良俗違反ではないと た大審院判決があることと合わせると ここでは、夫の買春 は踏み込んでいないと考えられるのである。　
以上のような、公娼制をめぐる判決 夫の「姦通」という視角・離婚事由としての承認問題は、従来別々に扱われ









締結され、第一条で、未成年の女性に対しては、本人が同意していても売春に勧誘してはならないこと、第二条で、成年の女性に対して、暴力や脅迫、詐欺などの手段を使っ 売春に勧誘してはならないことを取り決めた。この気運はさらに高まり、一九二一（大正一〇）年 は、国際連盟で「婦女及児童の売買禁止 関する国際条約」が制定され、成年の年齢が二一歳 引き上げられた。　
このことは、前年国際連盟に加入して常任理事国となった日本に衝撃を与えた。日本（内地）では一八歳、台湾で











































































































後から廃娼決議県（四〇年までに神奈川県・岡山県など一四県） 、廃娼実施県（四一年まで 埼玉県・石川県など一四県）が続出した。ただし、 娼県は、娼妓を「酌婦」 名目にする、ないし 「芸妓」に性 買を認可することで公娼制を事実上存続させ のであるが
）（（
（
。つまり、 「娼妓」 「芸妓」 「酌婦」が同様の範疇になってきたのである。
　
こうした中で、一九三三年五月二三日の内務省令第一五号によって、娼妓の外出は制度上は自由になる。さらに、













































言い換えれば、前借金等の「身売り」の実態には手を付けず、 「公娼」 （ 「貸座敷・娼妓」 ）という看板を下ろして、
「料理屋・酌婦」に看板を塗り替えるというものに過ぎない。つまり、 「廃娼制度」とは、 「公」の看板を下ろすだけ、「黙認制度」ならば「廃娼制度」であるという詭弁を弄するものであり、こうした意味での「廃娼断行 に内務省は傾いていたとみられる。　
なお、名目は異なっても「公娼」に等しいもの（警察管理下）であるという問題に関連して、藤野豊は次のように


































すなわち、 「慰安婦団」招致という言葉が示唆するよう 、 「慰安所」建設上の難問は、 「 （性行為をすべくそこにい




























や「帝国の体面」を配慮する余地もないのであるが、同時に、 「内地」では 日本史研究者の永井和が指摘したように、 （出征兵士家族の動揺を防ぐために）極力秘匿して勧誘が行われる である。　
すなわち、当初、派遣軍等による「慰安婦」募集の動きは 「内地」での業者（女衒）の跋扈を許し 性売買を管
轄する各県知事・警察との間に様々な軋轢を引き起こ 。一九三七年三月には、 （上海の海軍慰安所で性売買をさせるために） 「女給」 「女中」と偽って勧誘した業者らに 地裁・高裁とも有罪判決の後、大審院 有罪（国外移送目的拐取罪、刑法第二二六条）が確定している。　
この後、永井によれば、一九三七年九月二九日、陸軍大臣が「野戦酒保規程」を改定し、野戦酒保（物品販売所）
















には、中支那方面軍の「前線陸軍慰安所ニ於テ稼業スル酌婦」の募集とその上海への渡航に協力を要請する文書が、在上海日本総領事館警察署長から長崎水上警察署長に出された（ 「皇軍将兵慰安婦女渡来ニツキ便宜供与方依頼ノ件」〔一九三七年一二月二一日付〕 ） 。そこには、中支那方面軍において「前線各地ニ軍慰安所（事実上ノ貸座敷）ヲ〔中略〕設置スルコトトナレリ」とある。このよう 、日中戦争の勃発（一九三七年七月） 後、陸軍が前線での慰安所設置を決定し、その結果、出先 の慰安所設営に内務省や地元警察が協力する態勢がとられた である。　
さらに、一九三七年末から翌年にかけて、陸軍慰安所設置のために内地で勧誘に動いていた業者を、地元警察が不




































ssociation 「特殊慰安施設協会」 ）が結成された。結成時の声明書には、 「時あり、命下りて、予
かね
て我













すなわち、公娼廃止 指令が出されることを前提に 「公娼制度廃止」になっても、 「現行貸座敷指定地域」を「其
ノ儘」 「私娼黙認地域」として存続させるよう通達したのである。そ 上で、警視庁は、一月一五日をもって東京都内の「廃娼」に踏み切った。さらに、ＧＨＱ／ＳＣＡＰ
 の覚書の発表を経て、二月二日、内務省警保局長が「公娼



























「娼妓規則」 「芸妓規則」 （東京府令達第一四五号、一八七三年一二月一〇日）は、こうした方向を事実上覆す意味を持っている。これは、従来の「名許」 （地域を指定して許可する）路線を踏襲するものであり、他方、 「人身売買厳禁」への言及はなく、年季の制限もない。公娼制（ 「前借」 「年季」等の「公」認）が前提されているのである。　
このようにして、将来の性売買（具体的には女そのもの）を担保とした「借金」 （実態は人身売買に近づく）の
「公」による承認、同時に、拘束下での性売買による「借金の返済」の労働（ 「稼業」 ）としての承認という二重の倒錯が、近代国家に静かに組み込ま ていく。　
なお、岩倉使節団帰国 先立って大久保利通が帰国し（一八七三年五月二六日） 、内務省建設に向かって動き出し
ており、同年一一月には、地方行政・警察行政を管轄する内務省が設置された。公娼制に関わる政策が揺れに揺れ、従来通りの「名許」路線 落ち着い く背景に、何らか 形で大久保がいた可能性も否定できない。さらに言えば、内務省設置後、初代内務卿、第二代内務卿として公娼制整備を監督するのは、大久保と伊藤博文 他 らない。そして、 卿として二人が心を砕いたのは──「芸娼妓解放」 「人身売買」問題などではなく──米欧並みの黴毒病院の建設・検黴制の整備であったのである。　
言い換えれば、留守政府で改廃する必要があると認識され いた、永年季奉公と称して（男女とも角兵衛獅子や娼














ら押し出していく。結局、一八七六年一月、改定律令第二六七条の廃止と「売淫取締懲罰ノ儀ハ 視庁并各地方官ヘ」任せる旨の太政官布告第一号が された。その結果、性売買対策（公娼管理と私娼弾圧）は、賦金（税金）をはじめとする巨額の収益（賦金額は 八二 で神奈川県予算 二〇％以上）とともに、 と地方官）の手に一任される。同時に、こうした警視庁（と地方官）は内務省管轄であるという姿勢が れるの ある。　
総じて、これらは、お上による性売買の免許制、 （この独占体制を支えるための）指定地域外での自売等の弾圧と
いう、徳川家支配（江戸 代） 性売買政策の再現に他ならない。それは 「人身売買」 （身売り）という重大問題に、もはや、新政府として正面から取り組まないことを意味した。つまり、変革を放棄したのである。　
以上のように、性売買に関する新政府の方針と管轄部署が決まり、川路の手 現場の体制作りが進められていく。










を求めて裁判を起こしたのである。結局、大審院 、 「身体ノ拘束ヲ目的トスル契約ハ無効」とする判決が確定する（一九〇〇年二月） 。娼妓の自由廃業が相次ぐ中、同年一〇月二日、内務省が表に出て「娼妓取締規則」 （内務省令第四四号） 発令した。娼妓の年齢を（従来の一六歳以上から）一八歳以上とし 楼主の連署は不要（廃業届の受理により直ちに娼妓名簿から削除する）としたのである。　
やがて（一九〇二年二月六日） 、大審院は、 「娼妓営業」は公認されているものであるから 娼妓が自己の営業を通
じて債務を弁済すると約束したことは、毫も公序良俗に反しないと判示する。つまり、将来の性売買（具体的には女そのもの）を担保とした「債務」 、拘束下で 性売買による「弁済」 いう二重の倒錯を司法の名において再認したのである。再び、司法は押しやられた（ないしは自ら引い ）わけである。　
これによって、廃業を決行する娼妓の数が激減した。また、すでに廃業した女性も再び娼妓に復帰する現象が見ら
れた。楼主が、廃業した娼妓の親戚等（すなわち、証書の連署者）の財産を差し押さえるという挙に出たからである。さらに、たとえば 洲崎遊廓の「結約証書」 （山室軍平『社会廓清論』一九一四年）には、 「万 稼業年限中〔中略〕廃業の節は一切の借用金を即日完済可致事」 （第七条）とあり、 「廃業」を らかじめ事実 封じている。ま 、本締結事項に関する訴訟は、貸座敷営業者在住地の裁判所 管轄裁判所と ことに、 「本人及連署者一同」が合意 ている（第十条）とされている。大審院 判決は、こう た証書の横行 許したのである。　













だが、帝国をあげての大戦争に踏み込み、そのための総動員 呼号さ さらに、 「慰安所」が軍の戦略・戦術の








ということであった。ここで、 「内地」を主とする公娼制──娼妓、すなわち、巨額の借金を負わされ、登録・拘束・検査され、性行為を生業としている膨大な数の女性の存在 は、軍の「慰安所」建設を可能にする格好のプールという新たな意味を持 てくるのである。言い換えれば、 なしに「慰安所」は成立しない。　
やがて、 「総力戦」を敢行する軍（陸軍・海軍）は、内務省警保局の指揮の下、 「内地」各地の警察から、さらに、
総督府下の朝鮮 台湾その他の地域から前線へと、何らかの手段で“調達”した「女」 供給を受ける。そして、その時、大日本帝国の足下で辛抱強く生きのびてきた「新しい男」の死は 目前に迫る。　
日本の敗戦後、占領下でＧＨＱ／ＳＣＡＰの指示により、公娼制の廃止があらためて政治過程にのぼる。だが、































号、二〇一五年一月） 、同「雌鳥よ、夜明けを告げるな──佐々城豊寿と初期廃娼運動が直面した困難」 （ 『法学志林』第一一三巻第一号、二〇一五年九月） 、同「自己史を通して時代 証言する 『おんな二代の記』を中心に」 （ 『山川菊栄が描いた歴史──山川菊栄生誕一二五周年記念シンポジウム記録集』 山川菊栄記念会、二〇一六年一月） 、同 講演まとめ） 「湘煙とその時代──岸田俊子の実像を探る」 （ 『民権ブックス
29　
中島信行と俊子』 、町田市立自由民権資料館、二〇一六年三月）を、それぞれ、 （関口
2005 ） 、 （関口
2014a ） 、 （関口
2014b ） 、および、 （関口
2015a ） 、 （関口
2015b ） 、 （関口




























森田朋子『開国と治外法権』 （吉川弘文館 二〇〇五 、一五四─ 一五七頁。
（
10）　























なお、東京府令達第一 五号は 府知事から「市在区々」 「戸長」に宛てて出されたもので、戸長に芸娼妓に鑑札を交付する権






































なお、これには、ボワソナードの「売淫規則疑問ノ答議」 （一二月二二日作成。 『太政類典』 ）の影響があったと考えられる。中原




















集委員会『女性史学』第一七号、二〇〇七年）一─ 五頁を参照。ちなみ 、存娼派も、 「倫理風俗」の維持、および「衛生」という同様の論理を使った。なお、未見であるが、林氏に博士論文「女たち／男たちの廃娼運動──日本における性の近代化とジェンダー （二〇〇七年）がある。
（
35）　



















らである。この点、佐々城豊寿は、 「某牧師ですら娼妾は世に害なしと迄も公言」されていた中で、自ら演壇に立って演説を始めたために、 「娼妾全廃論の婦人の唇より出ると、婦人か男子衆人の前 立て演説するとは未曾有の出来事」であったため、非難の焦点になったと振り返っている。 『女学雑誌』 「開書」欄「
O
.S.C
. 君に答ふ」 （第一六五号、一八八九年六月八日） 。 （関口





拙稿「演説する女たち（その四） 」 、 『未来』第四〇三号、二〇〇〇年四月。
（
41）　
横澤前掲書、四六九頁。 「年譜」 。なお 津田真道（東京八区選出）が副議長である。
（
42）　
















































































藤野豊『性の国家管理──買売春の近現代史』 （不二出版、二〇〇一年） 、八三─ 八四頁。
（
66）　












































79）　『日本女性運動資料集成』第九巻 不二出版、一九九八年 、二二〇─ 三一六頁。
（
80）　
同上、三〇三─ 三〇四頁。小野沢前掲書、二二 ─ 二二九頁。
（
81）　
藤野豊「戦後日本の公娼制度廃止における警察の認識 ─内務省警保局保安係『公娼制度廃止関係起案綴』の分析──」 （ 『敬和学
園大学人文社会科学研究所年報』第一二号、 〇一四年） 、四五頁。
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なお、一九三〇年末で娼妓数五万二一一七名、芸妓数八万七五名である（ 『第七回 察統計報告』 ） 。ちなみに、 が、極めて高額





















永井和「軍・警察史料からみた日本陸軍の慰安所システム」 、前掲『 「慰安婦」問題を／から考える』 、八二─ 八 頁。
（
89）　
小野沢前掲論文「芸妓・娼妓・酌婦から見た戦時体制」 同上、九七─ 九 頁。
（
90）　
永井和「日本軍の慰安所政策について」 、 『日本人「慰安婦」──愛国心と人身売買と──』 （現代書館、二〇一五年） 。
（
91）　

















定の前年（一九五五年） 、最高裁が前借金を無効とする判決を出した。こうして、 “前借金に縛られた”女性が消滅する方向に楫が切られたのである。ちなみに、同法は、アメリカ合衆国施政権下の沖縄では適用されない。 「本土復帰」を前にした一九七〇年七月、沖縄売春防止法（一九七二年七月施行）が公布され、復帰後、売春防止法が適用された。なお、制定一〇周 時（一九六六年）には、議員の共同提案で「売春防止法の一部を改正する法律案」が第五一国会に提出され、参院法務委員会で審議された だが、審議未了となる。田中寿美子さんの足跡をたどる会編『田中寿美子の足跡──二〇世紀を駆け抜けたフェミニスト』 （
I女性会議、二〇一五年） 、七八─ 八〇頁。
